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○能登町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成29年２月10日告示第10号 

改正 

平成30年８月１日告示第40号 

平成30年11月29日告示第53号 

能登町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条の45第１

項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施について、

法、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）及び地域支援事業

の実施について（平成18年６月９日老発第0609001号厚生労働省老健局長通知）別紙の地域支援事

業実施要綱（以下「実施要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるもののほか、法、省令及び実施

要綱の例による。 

（総合事業の目的） 

第３条 総合事業は、高齢者が要介護状態等になることを可能な限り予防するとともに、要支援状

態となっても、その状態の軽減又は悪化の防止を図り、住み慣れた地域において自立した日常生

活を営むことができるよう支援を行い、また、その支援が受けられる地域づくりを行うことを目

的とする。 

（総合事業の内容） 

第４条 町長は、総合事業として、次に掲げる事業を行う。 

(１) 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

(ア) 介護予防訪問型サービス 第１号訪問事業のうち、地域における医療及び介護の総合

的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号。）第５

条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予

防訪問介護に相当するサービス 

(イ) 介護予防いきいきヘルプサービス（訪問型サービスＡ） 第１号訪問事業のうち、緩

和した基準により実施するサービス 
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イ 通所型サービス（第１号通所事業） 

(ア) 介護予防通所型サービス 第１号通所事業のうち旧法第８条の２第７項に規定する介

護予防通所介護に相当するサービス 

(イ) 介護予防いきいきデイサービス（通所型サービスＡ） 第１号通所事業のうち、緩和

した基準により実施するサービス 

(ウ) 介護予防短期集中型通所サービス（通所型サービスＣ） 第１号通所事業のうち、保

健・医療の専門職が提供するサービスであって、短期間において集中的に行うサービス 

ウ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

(２) 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

（総合事業の実施方法） 

第５条 次に掲げる事業は、法第115条の45の３第１項の規定に基づき町長が指定するもの（以下「指

定事業者」という。）により実施するものとする。 

(１) 介護予防訪問型サービス 

(２) 介護予防いきいきヘルプサービス 

(３) 介護予防通所型サービス 

(４) 介護予防いきいきデイサービス 

(５) 介護予防短期集中型通所サービス 

２ 次に掲げる事業は、法第115条の47第４項の規定に基づき、適切に事業を実施できると認められ

る者に委託して実施することができる。 

(１) 介護予防ケアマネジメント 

(２) 介護予防把握事業 

(３) 介護予防普及啓発事業 

(４) 地域介護予防活動支援事業 

(５) 一般介護予防事業評価事業 

(６) 地域リハビリテーション活動支援事業 
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３ 次に掲げる事業は、補助により実施するものとする。 

(１) 地域介護予防活動支援事業（町が直接実施するもの及び委託により実施するものを除く。） 

（総合事業の実施方法） 

第６条 介護予防・生活支援サービス事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(１) 居宅要支援被保険者 

(２) 省令第140条の62の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生労働

省告示第197号）様式第１（以下「基本チェックリスト」という。）の質問項目に対する回答の

結果に基づき、同告示様式第２に掲げるいずれかの基準に該当する第１号被保険者（以下「事

業対象者」という。） 

２ 一般介護予防事業の対象者は、第１号被保険者及びその支援のための活動に関わる者とする。 

（事業対象者の確認） 

第７条 介護予防・生活支援サービス事業の利用を希望する者（前条第１項第１号に該当しないも

のに限る。）は、能登町介護予防・生活支援サービス事業利用申請書（様式第１号）を町長に提

出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、速やかに申請者に対して基本チェックリストを

実施し、事業対象者に該当するかどうかの判定を行うものとする。 

３ 町長は、前項の判定した結果を、介護予防・生活支援サービス事業利用判定結果通知書（様式

第２号）により申請者に通知するものとする。 

（介護予防・生活支援サービス事業に要する費用の額） 

第８条 介護予防・生活支援サービス事業（指定事業者が実施するものに限る。次項、次条、及び

第10条において同じ。）に要する費用の額は、別表の規定により算定した単位数に１単位あたり

の単価（厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成27年厚生労働省告示第93号）の規定により、

10円に能登町の地域区分における介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の割合を乗じて得た

額）を乗じて得た額とする。 

２ 前項の規定により介護予防・生活サービス事業に要する費用の額を算定した場合において、そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てるものとする。 

（第１号事業支給費の支給） 

第９条 町長は、第６条第１項各号に掲げるものが、介護予防・生活支援サービス事業を利用した

ときは、法第115条の45の３第３項の規定により第１号事業支給費として、前条に定める費用の額

の100分の90（法第59条の２に規定する政令で定める額以上の所得を有する者にあっては、100分
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の80又は100分の70）に相当する額を支給するものとする。 

（支給限度額） 

第10条 事業対象者に対して前条の規定により支給される額の合計は、居宅介護サービス費等区分

支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額（平成12年厚生省告示第33号。次

項において「厚生省告示」という。）第２号に定める要支援１の介護予防サービス費等区分支給

限度基準額の100分の90（法第59条の２に規定する政令で定める額以上の所得を有する者にあって

は、100分の80又は100分の70）に相当する額を超えることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、退院直後等で集中的にサービスを利用することが自立支援につなが

る場合等利用者の状態により、町長が必要と認める場合は、前条の規定により支給される額の合

計は、厚生省告示第２号に定める要支援２の介護予防サービス費等区分支給限度基準額の100分の

90（法第59条の２に規定する政令で定める額以上の所得を有する者にあっては、100分の80又は100

分の70）に相当する額を超えることができないこととすることができる。 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第11条 町長が、災害その他特別な事情により、介護予防・生活支援サービス事業に必要な費用を

負担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者等が申請した場合は、第１号事業支給費

の額の特例を決定することができる。 

２ 法第60条の規定により介護予防サービス費等の額の特例を受けている居宅要支援被保険者は、

第１号事業支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 

（指定事業者の指定等） 

第12条 法第115条の45の３第１項の指定又は法第115条の45の６第１項の指定の更新を受けようと

する者（以下「申請者」という。）は、能登町介護予防・生活支援サービス事業者指定（更新）

申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の指定又は指定の更新をしたときは、能登町介護予防・生活支援サービス事業者

指定（更新）通知書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。 

３ 第１項の指定又は指定の更新の有効期間は、６年とする。 

４ 前３項に定めるもののほか、第１項の指定又は指定の更新の基準、その他指定又は指定の更新

に必要な事項は、町長が別に定める。 

５ 整備法附則第13条の規定により第１号訪問事業に係る指定事業者の指定を受けたものとみなさ

れた者は介護予防訪問型サービスを、同上の規定により第１号通所事業に係る指定事業者の指定

を受けたものとみなされた者は介護予防通所型サービスをそれぞれ実施することができる。 
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６ 前項の指定を受けたものとみなされる期間は、平成30年３月31日までとする。 

（指定の拒否） 

第13条 前条第１項に規定する指定又は指定の更新の申請があった場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、指定又は指定の更新をしないものとする。 

(１) 申請者が法人でないとき。 

(２) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、能登町介護予防・日常生活

支援総合事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（平成29年４月１日施行。以下

「総合事業基準要綱」という。）に定める基準、員数等を満たしていないとき。 

(３) 申請者が、総合事業基準要綱に定める設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予

防・生活支援サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

(４) 当該申請に係る法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるも

のをいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるものと同等以上の支配力を有するものと

認められる者を含む。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役

員等」という。）が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者であるとき。 

(５) 申請者が、法その他国民の保険医療若しくは福祉に関する法律で介護保険法施行令（平成

10年政令第412号。以下「政令」という。）で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

(６) 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

(７) 申請者が、法、法第７条第６項各号（第４号を除く。）に掲げる法律、厚生年金保険法（昭

和29年法律第115号）、国民年金法（昭和34年法律第141号）又は労働保険の保険料の徴収等に

関する法律（昭和44年法律第84号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は

掛金（地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による国民健康保険税を含む。以下この号にお

いて「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定

に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわ

たり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、

当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等

に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。 
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(８) 申請者が、法第115条の45の９の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第88号）第15条の

規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起

算して５年を経過しない者を含む。）であるとき。 

(９) 申請者と密接な関係を有する者（申請者の株式の所有その他の事由を当該申請社の事業を

実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で

定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社等が株式

の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与

える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由

を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者と

して厚生労働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有す

る法人をいう。）が、法第115条の45の９に規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して５年を経過していないとき。 

(10) 申請者が、法第115条の45の９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の

規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分しないことを決定する日までの間に

次条第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由があ

る者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

(11) 申請者が、法第115条の45の７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日

（当該検査の結果に基づき法第115条の45の９の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を

行うか否かの決定をすることが見込まれる日として町長が当該申請者に当該検査が行われた日

から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に次条第２

項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

(12) 第10号に規定する期間内に次条第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合におい

て、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相

当の理由がある法人を除く。）の役員等であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過

しないものであるとき。 

(13) 申請者が、指定の申請前５年以内に訪問型サービス又は通所型サービスに関し不正又は著

しく不当な行為をした者であるとき。 

(14) 申請前の役員等のうちに第５号から第７号まで及び第10号から前号までのいずれかに該当
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する者のあるものであるとき。 

（変更等の届出） 

第14条 指定事業者は、省令第140条の63の５第１項第１号、第２号、第４号（当該指定に係る事業

に関するものに限る。）から第８号に掲げる事項に変更があった場合は、当該変更のあった日か

ら10日以内に能登町介護予防・生活支援サービス事業者変更届（様式第５号）を町長に提出しな

ければならない。 

２ 指定事業者は、指定又は指定の更新に係る事業の廃止又は休止をしようとする場合は、当該廃

止又は休止の日の１月前までに能登町介護予防・生活支援サービス事業者廃止・休止届（様式第

６号）を町長に提出しなければならない。 

３ 指定事業者は、休止した指定又は指定の更新に係る事業を再開した場合は、当該再開の日から

10日以内に能登町介護予防・生活支援サービス事業者再開届（様式第７号）を町長に提出しなけ

ればならない。 

（指定事業者の指定の取消し等） 

第15条 町長は、法第115条の45の９の規定により指定事業者の指定を取り消し、又は期間を定めて

その指定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止する場合は、能登町介護予防・生活支援

サービス事業者取消し・停止通知書（様式第８号）により、当該指定の取消し又は停止に係る者

に通知するものとする。 

（高額介護予防サービス費相当の支給） 

第16条 町長は居宅要支援被保険者等の介護予防・生活支援サービス事業の利用に係る利用者負担

額が著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、法第61条に規定する高額介護

予防サービス費に相当する費用を支給することができる。 

２ 前項の規定による費用の支給に当たっては、法第61条の規定を準用する。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当の支給） 

第17条 町長は居宅要支援被保険者等の介護予防・生活支援サービス事業の利用に係る利用者負担

額その他の医療保険各法に係る利用者負担額等の合計額が著しく高額であるときは、当該居宅要

支援被保険者等に対し、法第61条の２に規定する高額医療合算介護予防サービス費に相当する費

用を支給することができる。 

２ 前項の規定による費用の支給に当たっては、法第61条の２の規定を準用する。 

（委任） 

第18条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、町長が別に定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成29年４月１日から施行する。ただし、この告示の施行について必要な準備行

為は、告示の施行日前においても行うことができる。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日において居宅要支援被保険者である者は、当該要支援認定有効期間満了日

の翌日から第１号事業の利用対象者とする。 

附 則（平成30年８月１日告示第40号） 

この告示は、平成30年８月１日から施行する。ただし、第１条の改正規定は、平成29年４月１日

から適用し、第３条の改正規定は平成30年10月１日から施行する。 

附 則（平成30年11月29日告示第53号） 

この告示は、平成30年11月29日から施行し、平成30年10月１日から適用する。 

別表（第８条関係） 

事業構成 対象者 単位数 

介護予

防訪問

型サー

ビス 

イ 訪問型サービス費Ⅰ 要支援１・２ 

事業対象者 

週１回程度 

1,168単位（１月につき） 

ロ 訪問型サービス費Ⅱ 要支援１・２ 

事業対象者 

週２回程度 

2,335単位（１月につき） 

ハ 訪問型サービス費Ⅲ 要支援２ 

事業対象者 

週２回を超える程度 

3,704単位（１月につき） 

ニ 訪問型サービス費Ⅳ 要支援１・２ 

事業対象者 

週１回程度（月４回まで） 

266単位（１回につき） 

ホ 訪問型サービス費Ⅴ 要支援１・２ 

事業対象者 

週２回程度（月５～８回まで） 

270単位（１回につき） 

へ 訪問型サービス費Ⅵ 要支援２ 

事業対象者 

週２回を超える程度（月９～12回まで） 

285単位（１回につき） 

ト 初回加算 要支援１・２ 

事業対象者 

200単位（１月につき） 

チ (１) 生活機能向上連携加

算（Ⅰ） 

100単位（１月につき） 
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(２) 生活機能向上連携加

算（Ⅱ） 

200単位（１月につき） 

リ 介護職員処遇改善加算 （１月につき） 

  

 (１) 介護職員処遇改善加

算（Ⅰ） 

所定単位数の137／1000加算 

(２) 介護職員処遇改善加

算（Ⅱ） 

所定単位数の100／1000加算 

(３) 介護職員処遇改善加

算（Ⅲ） 

所定単位数の55／1000加算 

(４) 介護職員処遇改善加

算（Ⅳ） 

(３)で算定した単位数の90％加算 

(５) 介護職員処遇改善加

算（Ⅴ） 

(３)で算定した単位数の80％加算 

注１ イからヘまでについて、介護職員初任者研修過程を修了したサービス提供責任

者を配置している場合は、所定単位数に70／100を乗じる。なお、平成30年度は現に

従事している者に限ることとし、また、本減算は平成30年度末までの取扱いとする。 

注２ 生活援助従事者研修の修了者が身体介護に従事した場合は、当該月においてイ

からリを算定しない。 

注３ リの算定要件等については、平成30年度介護報酬改定後の訪問介護における生

活機能向上連携加算の取扱いに準ずる。 

注４ イからヘまでについて、事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の

利用者20人以上にサービスを行う場合は、所定単位数に90／100を乗じる。なお、建

物の範囲については、平成30年度介護報酬改定後の訪問介護における取扱いに準ず

る。 

注５ イからヘまでについて、特別地域加算を算定する場合は、所定単位数に15／100

を乗じた単位を加算する。 

注６ イからヘまでについて、中山間地域等における小規模事業所加算を算定する場

合は、所定単位数に10／100を乗じた単位を加算する。 
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注７ イからヘまでについて、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算を算

定する場合は、所定単位数に５／100を乗じた単位を加算する。 

注８ リについて、所定単位はイからチまでにより算定した単位数の合計。なお、（Ⅳ）

（Ⅴ）については、給付において廃止される同時期において廃止する。 

注９ リ、注５、注６及び注７については、第10条の支給限度額の対象外の算定項目

とする。 

注10 利用者が介護予防特定施設入所者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介

護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問型

サービス費は、算定しない。 

注11 利用者が一の指定介護予防訪問型サービス事業所において介護予防訪問型サー

ビスを受けている間は、当該指定介護予防訪問型サービス事業所以外の指定介護予

防訪問型サービス事業所が介護予防訪問型サービスを行った場合に、介護予防訪問

型サービス費は、算定しない。 

注12 利用者が一の指定介護予防訪問型サービス事業所において介護予防訪問型サー

ビスを受けている間は、指定介護予防いきいきヘルプサービス事業所が介護予防い

きいきヘルプサービスを行った場合に、介護予防いきいきヘルプサービス費は、算

定しない。 

介護予

防いき

いきヘ

ルプサ

ービス 

訪問型サービスＡ費 事業対象者 週１回（１時間程度） 

200単位（１回につき） 

介護予

防通所

型サー

ビス 

イ 通所型サービス費 要支援１ 

事業対象者 

1,647単位（１月につき） 

要支援２ 

事業対象者 

3,377単位（１月につき） 

要支援１ 

事業対象者 

378単位（１回につき） 

（月４回まで） 

要支援２ 389単位（１回につき） 
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事業対象者 （月５～８回まで） 

ロ 生活機能向上グループ活動

加算 

要支援１・２ 100単位（１月につき） 

ハ 運動器機能向上加算  225単位（１月につき） 

ニ 栄養改善加算  150単位（１月につき） 

ホ 口腔機能向上加算  150単位（１月につき） 

へ 選択的サービス複数実施加

算 

 （１月につき） 

  

 (１) 選択的サービス複数

実施加算（Ⅰ） 

 480単位（１月につき） 

(２) 選択的サービス複数

実施加算（Ⅱ） 

 700単位（１月につき） 

ト 事業所評価加算  120単位（１月につき） 

チ サービス提供体制強化加算  （１月につき） 

  

 (１) サービス提供体制強

化加算（Ⅰ）イ 

要支援１ 

事業対象者 

72単位（１月につき） 

要支援２ 

事業対象者 

144単位（１月につき） 

(２) サービス提供体制強

化加算（Ⅰ）ロ 

要支援１ 

事業対象者 

48単位（１月につき） 

要支援２ 

事業対象者 

96単位（１月につき） 

(３) サービス提供体制強

化加算（Ⅱ） 

要支援１ 

事業対象者 

24単位（１月につき） 

要支援２ 

事業対象者 

48単位（１月につき） 

リ 生活機能向上連携加算 要支援１・２ 200単位（１月につき） 
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  事業対象者 

 ※運動器機能向上加算を算

定している場合は 

100単位（１月につき） 

ヌ 栄養スクリーニング加算 ５単位（１回につき） 

※ ６月に１回を限度とす

る 

ル 介護職員処遇改善加算 （１月につき） 

  

 (１) 介護職員処遇改善加

算（Ⅰ） 

所定単位数の59／1000加算 

(２) 介護職員処遇改善加

算（Ⅱ） 

所定単位数の43／1000加算 

(３) 介護職員処遇改善加

算（Ⅲ） 

所定単位数の23／1000加算 

(４) 介護職員処遇改善加

算（Ⅳ） 

(３)で算定した単位数の90％加算 

(５) 介護職員処遇改善加

算（Ⅴ） 

(３)で算定した単位数の80％加算 

注１ イについて、利用者数が使用定員を超える場合は、所定単位数に70／100を乗じ

る。 

注２ イについて、看護・介護職員の員数が基準に満たない場合は、所定単位数に70

／100を乗じる。 

注３ イについて、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算を算定する場合

は、所定単位数に５／100を乗じた単位を加算する。 

注４ イについて、若年性認知症利用者受入加算を算定する場合は、所定単位数に１

月につき240単位を加算する。 

注５ イについて、事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者にサ

ービス提供を行う場合は、所定単位数から１月につき、それぞれ次のとおり減算す

る。 
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要支援１・事業対象者 376単位 

要支援２・事業対象者 752単位 

注６ ロ、ハにおける機能訓練指導員については、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練

指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有する

はり師、きゅう師を対象に含むものとする。 

注７ 二の算定要件等については、平成30年度介護報酬改定後の通所介護における栄

養改善加算の取扱いに準ずる。 

注８ リの算定要件等については、平成30年度介護報酬改定後の通所介護における生

活機能向上連携加算の取扱いに準ずる。 

注９ ヌの算定要件等については、平成30年度介護報酬改定後の通所介護における栄

養スクリーニング加算の取扱いに準ずる。 

注10 ルについて、所定単位はイからチまでにより算定した単位数の合計。なお、（Ⅳ）

（Ⅴ）については、給付において廃止される同時期において廃止する。 

注11 注３、チ及びルについては、第10条の支給限度額の対象外の算定項目とする。 

注12 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若しくは介護

予防特定施設入所者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予

防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防通所型サービス費は、算

定しない。 

注13 利用者が一の指定介護予防通所型サービス事業所において介護予防通所型サー

ビスを受けている間は、当該指定介護予防通所型サービス事業所以外の指定介護予

防通所型サービス事業所が介護予防通所型サービスを行った場合に、介護予防通所

型サービス費は、算定しない。 

注14 利用者が一の指定介護予防通所型サービス事業所において介護予防通所型サー

ビスを受けている間は、指定介護予防いきいきデイサービス事業所が介護予防いき

いきデイサービスを行った場合に、介護予防いきいきデイサービス費は、算定しな

い。 

注15 利用者が一の指定介護予防通所型サービス事業所において介護予防通所型サー

ビスを受けている間は、指定介護予防短期集中型通所サービス事業所が介護予防短
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期集中型通所サービスを行った場合に、介護予防短期集中型通所サービス費は、算

定しない。 

介護予

防いき

いきデ

イサー

ビス 

通所型サービスＡ費 事業対象者 週１回 

320単位（１回につき） 

介護予

防短期

集中型

通所型

サービ

ス 

イ 通所型サービスＣ費 要支援１ 

事業対象者 

322単位（１回につき） 

（３時間以上） 

ロ 通所型サービスＣ費 要支援２ 

事業対象者 

377単位（１回につき） 

（５時間以上） 

ハ 入浴介助加算  50単位（１回につき） 

注１ イ及びロについて、事業所が送迎を行わない場合は、所定単位数から１回につ

き、それぞれ次のとおり減算する。 

片道 43単位 

往復 86単位 

様式第１号（第７条関係） 
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様式第２号（第７条関係） 
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様式第３号（第12条関係） 
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様式第４号（第12条関係） 
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様式第５号（第14条関係） 
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様式第６号（第14条関係） 
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様式第７号（第14条関係） 
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様式第８号（第15条関係） 
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